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北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書【概要版】 

令和４年３月 北本市 

 

北本市では、男女共同参画社会の実現に向け、平成 29 年度に第五次北本市男女行動計画を

策定し、総合的、計画的にさまざまな取り組みを進めています。 

このたび、次期計画となる第六次北本市男女行動計画の策定にあたり、令和３年 10 月～11

月に市民を対象とした「北本市男女共同参画に関する意識・実態調査」、11 月～12 月に市内

事業所を対象とした「事業所アンケート調査」を実施しました。この結果は、今後の男女共同

参画に関する取組の重要な基礎資料とします。 

Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の設計 

項目 市民意識・実態調査 事業所アンケート調査 

調査対象 満 18歳以上の市民 市内事業所 

標本数 2,000 人 200社 

抽出方法 

年齢及び地域等の層化法により、住民

基本台帳から男女各 1,000 人を無作

為抽出 

市内事業所より 200社を抽出（従業員

数 50人以上の事業所は全数配布） 

調査方法 郵送配布・郵送回収（インターネットによる回収を併用） 

調査期間 令和３年 10月 30日～11月 22日 令和３年 11月 17日～12月 6日 

有効回収数 

953（女性 521、男性 417、性別無

回答他 15／調査票用紙による回答

661、インターネット回答 292） 

73（調査票用紙による回答 55、 

インターネット回答 18） 

回収率 47.7％（女性 52.1％、男性 41.7％） 36.5％ 

 

２ 調査項目 

市民意識・実態調査 事業所アンケート調査 

・男女平等に関する意識について 

・家庭生活（家事・育児・介護）と地域活動

について 

・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の

調和）について 

・職業生活について 

・配偶者等からの暴力などについて 

・防災・災害対応における男女共同参画につ

いて 

・性の多様性について 

・北本市の男女共同参画の取組について 

・女性活躍推進への取組について 

・女性の管理職登用について 

・仕事と育児・介護の両立支援について 

・テレワークについて 

・職場における各種ハラスメントの防止につ

いて 

・ＬＧＢＴＱ（性的少数者）等への対応につ

いて 

・男女共同参画に関する市の施策・制度につ

いて 
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Ⅱ 市民意識・実態調査 

１．回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．男女平等に関する意識について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

女性

54.7%
男性

43.8%

その他

0.2%
回答したくない

0.8%

無回答

0.5%
n=953

▼回答者の性別は、女性の回答者が男性を上回り、「その他」や「回答したくない」は合計で

１％となっています。 

▼回答者の年齢は、男女ともに年代が上がるほど割合が高く、特に男性で 60 歳以上が多く

なっています。 

 

 

 

▼各分野での男女の地位の平等については、いずれの分野でも男性に比べ女性で平等になっ

ていると思う人の割合が低く、特に家庭と教育の分野で差が大きくなっています。 

▼「男は仕事、女は家庭」という考え方については、男女ともに「同感しない」との回答が

「同感する」を大きく上回ります。 

 

 

 

27.4

19.6

43.2

6.3

21.3

14.6

6.9

6.7

40.3

26.4

60.0

13.9

31.9

25.7

12.2

11.5

0% 20% 40% 60% 80%

家庭生活

(家事･育児･介護など)

職場

教育

政治

地域活動

法律や制度

社会通念

社会全体

女性(n=521)

男性(n=417)

【各分野の男女の地位の平等「平等になっている」の割合】 

 

 

 

【「男は仕事、女は家庭」という考え方】 

 

 

 

【性別】 

 

 

 

7.7

10.7

17.9

19.2

20.2

24.4

0.0

7.2

7.2

16.8

18.0

23.5

27.1

0.2

0% 10% 20% 30%

18～29 歳

30～39 歳

40～49 歳

50～59 歳

60～69 歳

70 歳以上

無回答

女性(n=521)

男性(n=417)

【年齢】 

 

 

 

5.0

60.8

14.6

52.5

0% 20% 40% 60% 80%

同感する

同感しない

女性(n=521)

男性(n=417)
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３．家庭生活（家事・育児・介護）と地域活動について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

４．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

 

 

 

 

５ 職業生活について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼家庭での役割分担の割合について、多くの項目で「主に男性」よりも「主に女性」の割合

が高く、特に家事や家計の管理などの割合が高くなっています。一方で、生活費の確保と

高額な商品等の購入の決定は「主に女性」よりも「主に男性」の割合が高くなっています。 

▼家庭内での役割分担に対し不満を感じる割合は、女性が男性を大きく上回ります。 

 

 

 
【家庭での役割分担の割合】 

 

 

 

【家庭内での役割分担の満足度】 

 

 

 
57.2

34.0

80.8

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

『満足』

『不満』
女性(n=350)

男性(n=296)

※『満足』=「満足している」＋「どちらかといえば満足している」 

『不満』=「不満である」＋「どちらかといえば不満である」 

 

 

 

▼ワーク・ライフ・バランスについては、希望・理想では、男女ともに「『仕事』と『家庭生

活』をともに優先したい」が最も高くなっていますが、現実では、女性で家庭生活を優先、

男性で仕事を優先する人が多くなっています。 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの理想と現実】■女性                  ■男性 

 

 

 

 

60.4

35.9

17.6

29.8

35.2

8.8

57.5

6.3

2.8

0.3

2.0

15.9

15.1

47.6

11.0

31.1

25.5

19.6

13.1

30.1

23.3

27.2

18.6

40.5

0% 20% 40% 60% 80%

家事（炊事・洗濯・掃除等）

子育て（子どもの世話、

しつけ、教育など）

介護（介護の必要な親の世話、

病人の介護など）

地域の行事への参加

自治会、ＰＴＡ活動

生活費の確保

家計の管理

高額な商品や土地、

家屋の購入の決定

主に女性

主に男性

女性・男性とも

に分担

2.1

23.4

2.3

26.1

2.7

16.7

17.7

6.7

2.3

16.5

31.7

1.9

21.1

2.1

13.2

5.2

6.0

2.3

0% 10% 20% 30% 40%

「仕事」を優先したい（している）

「家庭生活」を優先したい（している）

「地域・個人生活」を優先したい（している）

「仕事」と「家庭生活」をともに

優先したい（している）

「仕事」と「地域・個人生活」をとも に

優先したい（している）

「家庭生活」と「地域・個人生活」 をともに

優先したい（している）

「仕事」と「家庭生活」と「地域・ 個人生活」をともに

優先したい（している）

わからない

無回答

n=521

6.5

17.5

4.6

29.3

5.0

14.6

15.6

4.8

2.2

34.3

15.1

4.6

20.4

3.8

8.2

5.5

6.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40%

希望・理想

現実

n=417
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５．職業生活について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

▼女性の働き方に対する考えについて、男女ともに「妊娠または出産しても、ずっと仕事を

続ける方がよい」が最も高くなっています。（男性は「妊娠または出産したら辞めるが、子

どもが一定の年齢に達したら再び仕事（フルタイム）をする方がよい」も同率。） 

 

 【女性の働き方に対する考え】 

 

 

 

32.6

24.0

29.6

1.0

0.4

0.2

8.8

3.5

29.0

29.0

25.7

2.2

2.2

0.0

9.6

2.4

0% 10% 20% 30% 40%

妊娠または出産しても、ずっと仕事を続ける方がよい

妊娠または出産したら辞めるが、子どもが一定の年齢に達したら

再び仕事（フルタイム）をする方がよい

妊娠または出産したら辞めるが、子どもが一定の年齢に達したら

再び仕事（パートタイム）をする方がよい

妊娠または出産するまでは職業をもつが、

妊娠または出産したら辞めた方がよい

結婚するまでは職業をもつが、結婚したら辞めた方がよい

女性は職業をもたない方がよい

その他

無回答

女性(n=521)

男性(n=417)

▼育児休業の取得意向については、取りたいとの回答は、女性で約８割、男性で６割と高く

なっています。育児休業を取得する期間については、女性で「半年以上」、男性で「１か月

以上～半年未満」と「半年以上」がともに３割台と、男性の方が短い期間となっています。 

▼男性が育児休業・介護休業を取得することについては、男女ともに『取得した方がよい』

が約８割に達しています。 

  

  

 

 79.6

2.9

62.8

12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

『取りたい』

『取りたくない』
女性(n=521)

男性(n=417)

【育児休業の取得意向】 

 

 

 

【育児休業を取得する期間】 

 

 

 

0.0

1.4

2.4

17.6

68.4

9.4

0.7

2.7

10.3

14.5

33.2

30.2

8.8

0.4

0% 20% 40% 60% 80%

１週間未満

１週間以上～２週間未満

２週間以上～１か月未満

１か月以上～半年未満

半年以上

わからない

無回答

女性(n=415)

男性(n=262)

※『取りたい』=「ぜひ取りたい」＋「どちらかといえば取りたい」 

『取りたくない』=「取りたくない」＋「どちらかといえば取りたくない」 

 

 

 

82.5

4.6

79.9

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

『取得した方がよい』

『取得しない方がよい』
女性(n=521)

男性(n=417)

【男性の育児休業の取得】 

 

 

 

【男性の介護休業の取得】 

 

 

 

85.4

2.5

80.3

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

『取得した方がよい』

『取得しない方がよい』
女性(n=521)

男性(n=417)
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６．配偶者等からの暴力などについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.1 

40.6 

22.2 

18.9 

21.1 

13.0 

43.8 

35.9 

63.0 

2.2 

2.3 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=185)

女性(n=128)

男性(n= 54)

相談した 相談できなかった 相談しようとは思わなかった 無回答

23.2 

27.3 

9.3 

75.1 

71.1 

88.9 

1.6 

1.6 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=185)

女性(n=128)

男性(n= 54)

感じたことがある 感じたことはない 無回答

▼ＤＶと考えられる行為を『経験あり（「１、２度あった」と「何度もあった」の合計）』の

割合は、いずれの暴力でも、女性が男性を上回っています。 

 

 
【DVを受けた経験の有無】 

 

 

 

【DVにより命の危険を感じたことの有無】 

 

 

 

▼ＤＶと考えられる行為を受けた経験がある女性の約４人に１人が、相手の行為により命の

危険を「感じたことがある」と回答しています。 

 

 

 

▼ＤＶ被害の相談状況については、「相談した」割合は女性が約４割、男性で約２割となって

おり、男性で「相談しようとは思わなかった」との回答が多くなっています。 

 

 

 

【DVの相談状況】 

 

 

 

13.8

7.7

8.3

1.2

15.7

6.3

7.7

1.9

『経験
あり』

3.1 

3.1 

3.8 

3.8 

3.8 

3.4 

3.8 

3.4 

8.6 

5.8 

5.0 

1.2 

7.1 

4.1 

3.3 

1.2 

5.2 

1.9 

3.3 

8.6 

2.2 

4.4 

0.7 

61.0 

61.4 

64.5 

62.4 

59.5 

60.9 

64.7 

64.0 

22.1 

27.8 

23.4 

32.6 

20.9 

29.5 

23.8 

30.7 

3.1 

3.1 

3.8 

3.8 

3.8 

3.4 

3.8 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

1、2度あった 何度もあった まったくない 該当しない 無回答

①身体的暴行

女性(n=521)

男性(n=417)

②性的強要

③心理的攻撃

④経済的圧迫
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７．防災・災害対応における男女共同参画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．性の多様性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.6 

16.7 

26.1 

5.7 

5.6 

5.8 

71.1 

75.6 

65.7 

2.6 

2.1 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=953）

女性（n=521）

男性（n=417）

思う 思わない わからない 無回答

▼性的少数者への理解の促進・支援に必要なことについては、「学校における性の多様性に関

する教育の充実や性自認への配慮」「同性カップルの関係を公的に認めるパートナーシップ

制度の推進」「トイレや更衣室などの環境の整備」が上位にあげられており、男性に比べ女

性でその割合が高くなっています。 

 

 

48.2

40.3

40.3

37.4

29.8

36.7

36.5

32.9

27.8

27.8

37.2

26.1

0% 20% 40% 60%

学校における性の多様性に関する教育の充実や

性自認への配慮

同性カップルの関係を公的に認める

パートナーシップ制度の推進

トイレや更衣室などの環境の整備

専門相談窓口の充実

理解を進めるための広報や講座などによる啓発

職場における理解の促進

女性(n=521)

男性(n=417)

【性的少数者への理解の促進・支援に必要なこと（上位６項目）】 

 

 

 

▼自主防災組織等で女性の意見が反映されているかについては、全体で「わからない」が約

７割を占めています。性別では、「思う」は男性が女性を上回ります。 

 

 【自主防災会等での女性の意見の反映】 
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９．北本市の男女共同参画の取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 事業所アンケート調査 

１．事業所の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2

11.0

9.6

19.2

17.8

4.1

1.4

2.7

19.2

1.4

5.5

0.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%

建設業

製造業

運輸業

卸・小売業

サービス業

飲食・宿泊業

金融・保険業

不動産業

医療・福祉

教育・学習支援業

その他

無回答

n=73

▼男女共同参画社会の実現に向けた市の重点施策については、「高齢者介護支援の充実」「保

育所・学童保育室などの子育て支援の充実」などが上位にあげられています。性別では、

「高齢者介護支援の充実」は女性が男性を、「ワーク・ライフ・バランスの啓発」は男性が

女性を特に上回ります。 

▼業種については、「卸・小売業」「医療・福祉」「サービス業」などで多くなっています。 

▼従業員数については、「20 人以下」が半数以上を占めており、小規模の事業所が多くなっ

ています。 

 

 

 

39.5

34.0

20.7

24.2

19.2

16.1

31.4

32.4

24.7

20.1

18.2

21.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者介護支援の充実

保育所・学童保育室などの子育て支援の充実

男女共同参画に関する講座の実施や情報紙の

発行などによる啓発

女性の就労・起業についての支援策

学校教育での男女平等教育の実施

ワーク・ライフ・バランスの啓発

女性(n=521)

男性(n=417)

【男女共同参画社会の実現に向けた市の重点施策（上位６項目）】 

 

 

 

【業種】 

 

 

 

 

56.2

13.7

15.1

12.3

2.7

0.0

0% 20% 40% 60%

20 人以下

21～30 人

31～50 人

51～100 人

101 人以上

無回答

n=73

【従業員数】 
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２．女性活躍推進への取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．女性の管理職登用について 

49.3

12.3

6.8

5.5

8.2

6.8

9.6

1.4

0% 20% 40% 60%

女性の管理職はいない

１～５％未満

５～10％未満

10～20％未満

20～30％未満

30～50％未満

50％以上

無回答

n=73

『30％以上』
16.4%

33.3

25.0

23.3

16.7

8.3

3.3

1.7

20.0

3.3

0% 10% 20% 30% 40%

女性従業員が少ない、またはいないから

必要な経験・判断力を有する女性がいないから

女性自身が管理職になることを希望しないから

将来管理職につく可能性のある女性はいるが、

役職につくための在籍年数を 満たしていないから

勤続年数が短く、管理職になる前に

退職してしまうから

顧客が女性管理職を良く思わないから

男性従業員が女性管理職を希望しないから

その他

無回答

n=60

 

50.7

20.5

12.3

9.6

8.2

8.2

4.1

2.7

1.4

6.8

32.9

1.4

0% 20% 40% 60%

育児、介護、家事等、家庭の事情を

考慮する必要がある

時間外労働、深夜労働をさせにくい

男性と女性では職業意識に差がある

女性の勤続年数が平均的に短い

顧客や取引先を含め、社会一般に職業人としての

女性への信頼度が低い傾向にある

重量物の取扱いや危険有害業務について、

法制上の制約がある

中間管理職の男性や同僚の男性の意識、

理解が不十分である

女性のための職業環境の整備にコストがかかる

女性の活躍を推進する方法がわからない

その他

特に課題はない

無回答

ｎ=73

72.6

15.1

5.5

5.5

1.4

0% 50% 100%

男女の区別なく幅広く起用している

女性は、特定の職種や専門分野でのみ

起用している

女性は、補助的な業務にのみ

配属している

その他

無回答

n=73

▼女性従業員の起用・配属について、「男女の区別なく幅広く起用している」との回答が７割

を超えています。 

▼女性の活躍推進にあたっての課題として、「育児、介護、家事等、家庭の事情を考慮する必

要がある」が特に多くあげられています。 

 

 【女性従業員の起用・配属】 

 

 

 

【女性の活躍推進にあたっての課題】 

 

 

 

▼管理職に占める女性の割合については、「女性の管理職はいない」が約５割を占めています。

女性管理職『30％以上』は１割台半ばとなっています。 

▼女性管理職がいない理由については、「女性従業員が少ない、またはいないから」が最も多

くあげられています。 

 

 【管理職に占める女性の割合】 

 

 

 

【女性管理職がいない理由】 
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４．仕事と育児・介護の両立支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「100%」

100.0%

ｎ=11

 

52.1

31.5

6.8

6.8

2.7

0% 20% 40% 60%

結婚・出産を経ても、働き続けることが

一般的になっている

女性従業員が少ない（いない）ためわからない

出産・子育てを機に退職する傾向にある

結婚を機に退職する傾向にある

無回答

n=73

【事業所における女性従業員の就労傾向】 

 

【育児休業の取得率】 

■女性従業員                            ■男性従業員 

 

 

 

「0%」

53.3%

「50%」

6.7%

「100%」

33.3%

無回答

6.7%

ｎ=15

49.3

21.9

15.1

12.3

9.6

6.8

2.7

1.4

4.1

23.3

4.1

0% 20% 40% 60%

代替要員の確保など人員の不足

社内にロールモデルがいない

男性従業員に育児休業取得の意識がない

制度の整備がされていない

所得減や昇進への影響の懸念

育児休業を取得しづらい雰囲気がある

制度等の周知・啓発

管理職の理解や意識がない

その他

特に課題はない

無回答

n=73

【男性従業員の育児休業取得の課題】 

 

▼育児休業の対象者（出産した女性従業員と配偶者が出産した男性従業員）のうち、実際に

育児休業を取得した人の割合については、女性従業員が「100％」であるのに対し、男性

従業員では取得していない人が半数を占めています。 

▼女性従業員の就労傾向については、「結婚・出産を経ても、働き続けることが一般的になっ

ている」との回答が５割台と多くなっています。 

▼男性従業員の育休取得における課題として「代替要員の確保など人員の不足」が多くあげ

られています。 
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５．テレワークについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる

9.6%

いない

86.3%

わからない

2.7%

無回答

1.4%

n=73

47.9

17.8

6.8

6.8

5.5

4.1

4.1

12.3

26.0

0% 20% 40% 60%

テレワークできる仕事がない

情報セキュリティ対策

労働時間の管理が難しい

進捗管理などの業務管理が難しい

導入・運用コスト

人事評価が難しい

その他

特に課題はない

無回答

n=73

新型コロナウイルス

感染症の流行

以前より

導入・実施していた

15.4%

新型コロナウイルス

感染症の流行を

きっかけに初めて

導入実施した

69.2%

その他

15.4%

無回答

0.0%

ｎ=13

すでに導入している

17.8%

導入を検討中

（検討を予定）

2.7%

導入の予定はない

76.7%

無回答

2.7%

ｎ=73

▼介護離職者がいた事業所は全体の１割程度ですが、今後介護離職者が「増えると思う」と

した事業所は３割台となっています。 

 
【介護離職者の有無】 

 

 

 

【今後の介護離職者数の予想】 

 

 

 

▼テレワークについては、「導入の予定はない」が７割台で、導入・実施の課題は「テレワー

クできる仕事がない」が約５割となっています。テレワークを導入している事業所の約７

割が「新型コロナウイルス感染症の流行をきっかけに初めてテレワークを導入実施した」

と回答しています。 

 

【テレワークの導入】 

 

 

 

【テレワークの導入の時期】 

 

 

 

【テレワーク導入・実施にあたっての課題】 

 

 

 

増えると思う
35.6%

変わらないと思う
28.8%

減ると思う
2.7%

わからない
24.7%

無回答
8.2%

ｎ=73
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６．職場における各種ハラスメントの防止について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．ＬＧＢＴＱ（性的少数者）等への対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.5

41.1

41.1

38.4

32.9

20.5

0.0

24.7

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

就業規則等で各種ハラスメント防止についての

方針を明確にしている

各種ハラスメント防止についての

研修・講習等を実施している

相談窓口を設置している

社内報やパンフレットの配布により

啓発・周知を行っている

社長をはじめ企業のトップによる

メッセージを発信している

実態把握のための調査をしている

その他

特に何もしていない

無回答

n=73

60.0

30.0 

20.0 

20.0 

10.0 

10.0

10.0 

0% 20% 40% 60% 80%

採用活動におけるＬＧＢＴＱへの配慮

ＬＧＢＴＱについて社内規定に明記

（性的指向･性自認に関する差別・ハラスメントの禁止等）

自分の認識する性別に基づく通称の使用を認めている

トイレや更衣室へなど職場環境への配慮

福利厚生制度の同性パートナーへの適用

その他

無回答

ｎ=10

13.7

19.2

52.1

8.2

6.8

0% 20% 40% 60%

すでに取組を実施、

推進している

取組を開始する予定、

または取組を検討中である

取組はしておらず、

する予定もない

ＬＧＢＴＱについてわからない

無回答

ｎ=73

▼各種ハラスメントの防止への取組については、「就業規則等でハラスメント防止についての

方針を明確にしている」「各種ハラスメント防止についての研修・講習等を実施している」

「相談窓口を設置している」がともに４割台であるなど、何らかの取組を行っている事業

所が多くなっています。 

 

 【ハラスメント等防止への取組】 

 

 

 

▼ＬＧＢＴＱ（性的少数者）等への取組については、約３割の事業所が実施・推進中、ある

いは取組を検討中としています。 

▼実施・推進する取組としては「採用活動におけるＬＧＢＴＱへの配慮」が６割となっています。 

 

 【事業所におけるＬＧＢＴＱ（性的少数者）等への取組】 

 

 

 

【実施・推進している従業員への対応】 

 

 

 



12 

８．男女共同参画に関する市の施策・制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.4

5.5

21.9

67.1

4.1

0% 20% 40% 60% 80%

制度に登録している

登録はしていないが、

制度の内容を知っている

聞いたことはあるが、

制度の内容は知らなかった

制度の名前も内容も知らなかった

無回答

ｎ=73

 

43.8

37.0

34.2

20.5

20.5

9.6

9.6

4.1

1.4

17.8

6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保育施設・保育サービスの充実

社会の変化や法律・制度改正に

関する情報提供

高齢者や障がい者、看護が必要な人のための施設・

介護サービスの充実

市内企業における取組事例や

ロールモデルに関する情報提供

男女共同参画や女性活躍推進に関する

企業向けの相談体制の充実

取組を推進する企業への表彰制度

他の事業所との情報交換の場や機会の提供

取組を推進する企業への

入札参加資格審査等における加点評価

その他

特に期待する取組はない

無回答

ｎ=73

▼「男女きらきら北本いっしょにプログラム」については、６割以上の事業所が「制度の名

前も内容も知らなかった」としていています。 

▼事業所における男女共同参画を推進する上で、市や行政に期待することについては、「保育施

設・保育サービスの充実」「社会の変化や法律・制度改正に関する情報提供」「高齢者や障がい

者、看護が必要な人のための施設・介護サービスの充実」が上位にあげられています。 

 

 

【事業所における男女共同参画を推進する上で市・行政に期待する取組】 

 

 

 

【「男女きらきら北本いっしょにプログラム」の認知度】 

 

 

 

埼玉県北本市 総務部 人権推進課 

人権推進・男女共同参画担当 

〒364-8633 北本市本町 1-111 

電話 048-591-1111＜代表＞ 


